








社会経済の各種システムのなかに潜在 していた制度疲労が露呈 したことと、他方で冷戦の終結 と情報技
術の進展によって市場経済が地球規模に拡大 した ことによって、これ らに適合するための構造改革が余
儀な くされている。 こうした動きのなかで財務諸表監査 も大きな影響を受け、市場経済化 した社会の枠
組みに適合す る新 しい財務諸表監査の役割が求められ るようになった(以1こ、p.1)。本書は、以上の研究
視座から、アメ リカの監査基準や国際監査基準等の研究を手がか りに して、新たな時代の財務諸表監査
の方向性を探ろうとす るものである。
本書は、次の とお り2章 と3編(12章)より構成 されている。
序章 情報技術 革命 と財務諸表監査のゆくえ
第1編 情報監査機能の展開
第1章 適正意見の意味の再確認とわが国への意義
第2章 ゴーイング ・コンサーン(GC)問 題 と会計士監査





第7章 監査 リスク ・モデル と実態監査機能
第8章 実態監査機能強化の要求と内部統制報告書の導入




第3編 現代 社会 と保証機能 の展 開
第10章 市場 経済化 および 情報化 社会にお け る保 証機 能ニー ズの拡大
第ll章 保 証業務の展開 と基準化 の動 き
第12章 新 たな時代 の職業 会計士 資格 の在 り方一米国統 …職 業会計法
(VniformAccountancyAct)をめ ぐって 一
終 章 財 務諸表 監査=わ が国 にお けるパ フォーマ ンス発揮 の条 件
本書は、具体的には次の6点 について財 務諸表監査の変革の行方 を考察 している(p.3)。
① 実態監査機能の強化
② ゴーイング ・コンサーン監査とその前提としての 日常的な ビジネス ・リスク評価
③ 多元的情報に対する保証
④ 情報システムの常時モニター型継続監査
⑤ グローバル市場、および新たなコーポ レー ト・ガバナンス観への対応
⑥ 保証業務の進展 、
2.本 書 の 概 要
本書 はまず、序章でパースペクティブ として、情報革命 と市場経済化のなかで財務諸表監査がチ ャレ
ンジを受けている諸問題を総括的にまとめて問題提起としている。
「第1編 情報監査機能の展開」では、情報監査機能が、市場化 され情報化 された新 しい社会に適合す
るためにいかなる変貌を遂げるべきかを考察 している。 ここで情報監査機能は、「財務諸表監査の制度的
役割 として、資本市場に対する企業財務内容の開示情報の信頼性 に対する保証機能」(p.Dと位置づけ
られている。そ して、「従来のわが国の監査が、記録 と証拠 と判断基準 とllオ務諸表の間σ)平灰性(整合性)
の検証にとどまる傾向にあった点を反省」(p.13)し、適正表示に関する監査人の独立の判断の意味 と重
要性を改めて確認 した うえで、わが国の トライアングル体制の欠陥、とりわけ税法が企業会計に対 して
優位にあることと、「確定決算 主義が税法基準を企業会計に持ち込む加速器の役割」(p.28)を果た した
ことを指摘す る。著者 はこ うした指摘 を踏まえて、適正表 示に関する本来の意味での監査意見を取 り戻
すための条件 として、現在まだ設定 されていない分野における会計基準の早期設定と、適正表示に対す
る独立監査人の監査判断の行使とい う2点 を提案す る。次いで、情報監査機能の究極的なテーマである
ゴーイング ・コンサーン(以下、GC)問題 を取 り上げている。 ここでは、バブル崩壊 とともにGC問 題
が表面化 したとし、財務諸表監査が 「投資家の保護 とい う監査制度の最終 回標に貢献するために」(p.43)
監査人はこの問題に対 して何らかの メッセージを発するように求められているとしてい る。そ してGC
問題 を現在の国際的な基準とも照 らし合わせて検討 して、現在のわが国の会計 と監査の指針ではGC問
題への監査人の関与のあり方が明確ではないと指摘 した うえで、わが国における基準設定の必要性を強





中間連結財務諸表の中間監査 とい う5つの監査上の問題点について仔細に検討 し、新 しい連結財務諸表
制度のもとでは企業集団全体の視点に立った戦略策定が必要になるため、監査人の判断 として も 「形式
判断から実質判断へjと 移行 して 「連結財務諸表 を前提 とした監査戦略策定」が求め られている と主張
している(以上、pp.65-75)。
「第2編 実態監査機能の展開」においては、不正発見機能に関する財務諸表監査の役割 についての方
向性が論 じられている。これは、従来のわが国の監査は ともすれば情報監査 としての形式的な検証に陥
りがちであったが、いわゆる期待ギャップ論争以降、従来にも増 して実態監査機能の充実が社会か ら要
求 され るようになったことに基づ くものである。 ここで実態監査機能は、 「企業の経営者による受託責任
遂行状況の一定規範への準拠性に対す る保証機能」と位置づけられている(p.2)。本編ではまず、アメリ
カのコーエン委員会や トレッ ドウェイ委員会、そ してアメリカの監査基準 における実態監査機能の展開
過程を忠実にた どり、その意義を考察す る。 次いで、 リスク ・アプローチに基づ く監査 リスク ・モデル
と実態監査機能(とりわけ、不正発見に有効か否かの吟味)との関係を考察 した うえで、「監査が不正な財
務報告への厳密な対応 を求め られているお り、実証性テス トの充実も含めて」アメ リカ公認会計士協会
公共監視機構の 「監査の有効性に関す る専門委員会」の報告書が、「わが国監査基準 と実務に含意す ると
ころは計 り知れない」(以上、p.134)と結論づけている。 さらに、財務諸表監査において実態監査が有効
に機能するた めには、企業のコーポ レー ト・ガバナ ンス(以下、CG)の存在が不可欠で あるとの認識の
もとに、内部統制報告書を取 り上げている。 これは、財務諸表監査 において内部統制報告書を作成 ・提
示 し当該企業の内部統制を評価することが実質的なCGに 踏み込んでい くことになると考えられるか ら
であろう。すなわち、監査人は 「内部統制の有効性評価の面で財務諸表監査の技術的ノウハウを活用 し、
内部統制報告書でその評価の結果を記 し、経営者や取締役会に改善を促 し、 あるいは評価結果を外部に
公表 しようとす ることで不正の抑止に貢献す る」(p.142)ことを通 じて、CG機 能の一翼を担 うことが期
待されるとす るのである。そ してこのような機能をもつ内部統制報告書 をわが国へ導入するにあたって
は、わが国には内部統制の基準 と保証業務の基準 とが欠けてい るとして、 これ らの基準の整備の必要性
を強調 している。そ して締 めくくりとして、財務諸表監査とCGと の関係 にっいて、「財務諸表監査が社
会のなかで受け入れられ、その業務分野を拡張するためには」CG「 への機能的貢献が欠かせないこと
は明 らかであ り、かかる視点から財務諸表監査の機能」(以上、p.156)の見直 しが求 められていると指摘
する。
「第3編 現代社会 と保証機能の展開」では、近未来における新 しい社会が実現するための前提条件の
ひとつ として、社会への参加者が必要とする情報が適時、適切かっ平等 に、 しか も信頼できるかたちで
開示 されるか否かの問題がある と指摘する。 こうした社会においては、あ らゆるものがますます市場化
され情報化 されていくなかで、財務諸表監査本来の保証機能の遂行で培われた技術 と制度 と人的組織が、
その保証機能を深化 させ拡大させた 「保証業務』とい うかたちで機能 しようとしている。 この第3編 で
は、かかる保証業務をめ ぐる国内外の新たな動きを探ろ うとす るが、ここで保証業務の果たす機能は、
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第1編 で取 り上げた情報監査機能と第2編 で考察 した実態監査機能の 「両機能を包摂す る基底的機能」
(p.160)として位置づけられている。そこで本編ではまず、アメリカ公認会計士協会、カナダ勅許会計士
協会、国際会計士連盟等の研究を手がか りに、社会が市場経済化 し情報化 して進展 してい くなかで保証
機能へのニーズが どのよ うに拡大 していくと考えられるかについて考察 し、保証業務を実施す る際に拠
るべき業務基準を取 り上げている。そ して、「わが国の公認会計士はこれ までの法定監査依存の体質のな
かで、 自らの社会的なサー ビスに内在する 『保証』付与機能について正面か ら向 き合 って追求 して こな
かった」(p.191>としてアメリカ等 との相違を指摘 し、今後実務界ばか りでな く学会もあげて保証付与機
能について研究する必要性 を強調 している。そ して次に、公認会計士の 「職業資格 と規律 を自己醸成的
なままに放置した うえで、財務諸表監査のような公益性の高い業務を公認会計士 らに独占的にゆだね る
ことは、社会か ら必ず しも支持 されない。j(p.195)として、アメ リカの統一一職業会計法を手がか りに新
たな社会の要請に応 える職業的会計専門家の資格な らびに自己規律の あり方 を考察す る。 これはわが国
の大学等の高等教育機関での職業教育についても大きな示唆を与えるものである。
終章では、わが国の社会構造的要因 としての市場 と会社機構に着 目し、その閉塞的な構造が醸成す る





・これまでのわが国の監査実務では、財務諸表 とその作成 の基礎になる記録 と証拠 と会計基準 との間
の平灰性 さえ満たせば適正であるとの認識があったが、GC問 題が大きな社会問題 となってきた以
上、今後はGC問 題に関する会計 と監査の基準を早期に設定す る必要性を主張 している。
・情報監査 と しての財務諸表監査の機能の低下を阻止するためには実態監査の導入が不可欠である。
とくに不正発見に関 しては内部統制報告書の導入が考えられるが、わが国ではその導入の前提条件
となる内部統制の基準 と保証業務の基準 とが欠如 していると指摘 し、それ らの整備の必要性を主張
している。
・アメ リカやカナダにおいては財務諸表監査以外の業務である保証業務が進展 しているが、わが国に
おいては 「保証」自体 を考察す ることを避けてきた。 このため、保証業務についての理論的考察が
なされてこなかったので、保証を付与する機能について研究す る必要があると主張 している。
以上見てきたように、本書にあっては、現代社会において財務諸表監査に期待 される役割 と、その期
待に応 えるための財務諸表監査の近未来的方向性がかな り積極的に論理展開 され考察されてい る。 しか
しその一方で、評者にとって若干気がか りな点もある。 ここではそれを2点 だけあげる。
・新連結財務諸表監査制度における前記の5つ の監査上の問題点について、監査人の判断が形式判断




そ う理解できたのではないか と考えられ る。
・内部統制報告書 とは、具体的にどのような報告書を想定 しているのかが不明である。つま り、現在
わが国の監査実務で行われている経営者や監査役への報告書(マ ネジメン ト・レター)と はどのよ
うに異同するのかが明確ではない。内部統制報告書について、 もう一歩踏み込んだ例示ない し提案
があれば実務家 にとっても大いに参考になったと考え られる。
以上のように評者 にとって若干気がか りな点はあるが、 しか し、これ らの2点 は本書の学問的価値を
損な うものではない。本書は、現在 の財務諸表監査が抱えている重要な論点のほぼすべてを網羅 してい
るとい う点と、21世紀における財務諸表監査の新 しい方向性を提案 したとい う点で、きわめて有意義な
研究書である。監査論 の研究者のみならず、実務に携わっている公認会計士にも一読を薦めたい必読の
書である。
(ながよし しんいち)
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